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関係団体御中

事務連 絡

平成25年 12月27日

厚生労働省保険局医療課

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の

留意事項についてJ等の一部改正について

標記について、別添のとおり地方厚生（支）局医療課長、都道府県民生主管部（局）国民健

康保険主管課（部）長及び都道府県後期高齢者医療主管部（局）後期高齢者医療主管課（部）

長あて通知したのでお知らせします。



保医発 1227第 3号
平成25年 12月27日

殿

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）

国 民健康保険主管課（部）長
都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局医療課長
（公印省略）

厚生労働省保険局歯科医療管理官
（公印省略）

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の
留意事項について」等の一部改正について

今般、特定保険医療材料及びその材料価格（材料価格基準）（平成20年厚生労働省告
示第61号）の一部が平成25年厚生労働省告示第394号をもって改正され、平成26年 1月
1日から適用することとされたことに伴い、下記の通知の一部を別添のとおり改正し、
同日から適用することとするので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保険医療機
関、審査支払機関等に対して周知徹底を図られたい。

コ〕

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（平成24
年 3月 5日保医発0305第 1号）の一部改正について

別添 1

「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について」（平成24年 3
月 5日保医発0305第 5号）の一部改正について

別添2

「特定保険医療材料の定義について」（平成24年 3月5日保医発0305第 8号）
の一部改正について

別添3



「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項についてj

（平成24年 3月5日保医発0305第 1号）の一部改正について

1 別添 1の第 2章第 3部第 3節D2 3 7の（ 1 ）のイを次のように改める。

臣室3

イ 鼻呼吸センサー又は末梢動脈波センサー、気道音センサーによる呼吸
状態及び経皮的センサーによる動脈血酸素飽和状態を終夜連続して測定
した場合に算定する。この場合の区分番号「D214」脈波図、心機図、
ポリグラフ検査、区分番号「D2 2 3」経皮的動脈血酸素飽和度測定及
び区分番号「D223-2J終夜経皮的動脈血酸素飽和度測定の費用は
所定点数に含まれる。

2 別添 1の第 2章第 6部第1節第 1款G005-4に次のように加える。
( 3) 集中治療室等において、クモ膜下出血、頭部外傷又は熱中症による急性

重症脳障害に伴う発熱患者に対して、中心静脈留置型経皮的体温調節装置
を用いて体温調節を行った場合は、本区分の所定点数に準じて算定できる。
なお、（ 1 ）の規定にかかわらず、一連につき 1回の算定とする。

3 別添 1の第 2章第10部第 I節第 2款K0 5 7を次のように改める。
( 1 ) 次に掲げる変形治癒骨折矯王手術は、それぞれに規定する区分により算

定する。
ア 眼笥変形治癒骨折に対する矯正術は、区分番号「K2 2 8 J E良禽骨折

整復術による。
イ 鼻骨変形治癒骨折に対する矯正術は、区分番号「K334 2」鼻骨

変形治癒骨折矯正術による。
ウ 頬骨変形治癒骨折に対する矯正術は、区分番号「K427ー 2」頬骨
変形治癒骨折矯正術による。

( 2 ) 上腕又は前腕の変形治癒骨折矯王手術又は先天奇形に対する矯正手術に
おいて、手術前に得た画像等により作成された実物大の手術支援モデルを
用いて行った場合は、本区分と区分番号 fK9 3 9 J画像等施術支援加算
「2」実物大臓器立体モデルの所定点数を併せて算定できる。

4 別添 1の第 2章第10部第 1節第3款K164の次に次のように加える。
K169 頭蓋内腫蕩摘出術
原発性悪性脳麗蕩に対する頭叢内腫蕩摘出術において、タラポルフィンナトリ

ワムを投与した患者に対し PD T半導体レーザを使用し光線力学療法を行った場
合は、本区分と区分番号「K510-2J光線力学療法「 1J早期肺がん（ 0期
又は 1期に限る。）に対するものの所定点数を併せて算定できる。ただし、次の
要件のいずれにも該当する保険医療機関において実施された場合に算定する。な
お、届出は本通知別添様式3により提出すること。

( 1 ) 脳神経外科を標携している病院であること。
( 2 ) 5年以上の脳神経外科の経験を有する常勤の医師が 1名以上配置されて

おり、このうち 1名以上は関係学会から示されている悪性脳腫蕩患者に対
する光線力学療法に関する所定の研修を修了していること。また、当該医
師により本技術が実施されていること。



( 3) 脳腫疹摘出術中の病理検査が可能な体制が整っていること。
(4) 脳腫蕩摘出術に伴う合併症への対応ができる体制が整っていること。
( 5 ) 当該療養に用いる機器について、適切に使用管理区域の設定がなされて

いること。
( 6 ) 悪性脳腫蕩患者に対する光線力学療法の研修プログラムを受講した機器

管理責任者（医師又は臨床工学技士）が選定されており、本レーザ装置が
適切に保守管理されていること。

5 別添 1の第 2章第10部第 1節第 8款K599、K599-2の次に次のように加
える。

(4) 着用型自動除細動器を使用した場合は、区分番号「K 5 9 9 J植込型除
細動器移様術の所定点数に準じて、算定開始月から 3月を限度として、月
1回に限り算定する。ただし、区分番号「K599」植込型除細動器移植
術に関する施設基準の届出を行っている保険医療機関において使用するこ
と。

( 5) 着用型自動除細動器は、次のいずれかに該当する場合に算定する。
ア 心室頻拍又は心室細動による心臓突然死のリスクが高く、植込型除細
動器（以下 Ic Dという。）の適応の可否が未確定の患者を対象として、
除細動治療を目的に、 Ic Dの適応の可否が確定するまでの期間に限り
使用する場合

イ I C Dの適応であるが、患者の状態等により直ちには Ic Dが植え込
めない患者を対象として、 I C Dの植え込みを行うまでの期間に限り使
用する場合

6 別添 1の第 2章第10部第 1節第8款K615の次に次のように加える。
( 5) 多血性臆蕩又は動静脈奇形に対して、血管内塞栓材を用いて動脈塞栓術

又は動脈化学塞栓術を行った場合は、本区分「 2Jの所定点数に準じて算
定する。



別添様式 3

悪性脳腫霧に対する光線力学療法の施設基準に係る届出書添付書類

1 標楊診療科（施設基準に係る標楊科名を記入する」と。）
科

2 脳神経外科の医師の氏名等

常勤医師の氏名等 経験年数 所定の研修終了年月日

年

年

年

3 術中の病理検査が可能な体制 有 . 無

4 病理部門の病理医の氏名

5 合併症への対応の体制 有 ． 無

（概要）

6 当該機器の使用管理区域

7 機器管理責任者の氏名等

機器管理責任者の氏名 所定の研修終了年月日

［記載上の注意］
1 「2」の経験年数は、当該診療科における経験年数を記載すること。また、「 2J
の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、「特掲診療料の施設基準
等及びその届出に関する手続きの取り扱いについてJ（平成24年 3月5日保医発
0305第3号）別添 2の様式4を添付すること。

2 r2」及び「 7Jについて、所定の研修修了証の写しを添付すること。ただし、
「2J及び「7」は同一の者であってもよい。



「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について」
（平成24年 3月 5日保医発0305第 5号）の一部改正について

1 Iの3の（羽田2）を次のように改める。
(45-2）合成吸収性骨片接合材料

医図

頭蓋骨閉鎖用クランプ・一般裂は、頭蓑骨の成長が見込まれる小児患者に対し
て使用した場合に算定できる。

2 Iの3の（65）のキをクとし、カをキとし、オをカとし、エをオとし、ウをエとし、
イをウとし、l アの次に次のように加える。

イ 経皮的冠動脈形成術用カテ｝テ／レ・再狭窄抑制型は、冠動脈ステント内再狭
窄病変に対して使用された場合に限り算定できる。

3 Iの3の（67）に次のように加える。
ク 体温調節用カテーテルは、クモ膜下出血、頭部外傷又は熱中症による急性重
症脳障害に伴う発熱患者に対し、体温調節の補助として使用した場合に限り算
定できる。

4 1の3の（76）を次のように改める。
(76) カプセル型内視鏡

ア 大腸用は以下のいずれかに該当する場合に限り算定できる。
a 大腸内視鏡検査が必要であり、大腸ファイパースコピーを実施したが、腹
腔内の癒着等により回盲部まで到達できなかった患者に用いた場合

b 大腸内視鏡検査が必要であるが、腹部手術歴があり癒着が想定される場合
等、器質的異常により大腸ファイパ｝スコピーが実施困難であ・ると判断され
た患者に用いた場合

イ 大腸用を用いて大腸内視鏡検査を行った場合は、区分番号「D 3 1 3 J大腸
ζ7ァイパースコピー「 3」上行結腸及び盲腸の点数に準じて算定する。

ウ 同一の患者につき、本品を用いる検査と大腸ファイパースコピーを併せて 2
回以上行った場合は、主たるもののみ算定する。ただし、アの aに掲げる患者
に対して行った場合は、併せて 2回を限度として算定できる。

エ カプセノレ型内視鏡によるものは、消化器系の内科又は外科の経験を 5年以上
有する常勤の医師が 1人以上配置されている場合に限り算定する。なお、カプ
セル型内視鏡の滞留に適切に対処できる体制が整っている保険医療機関におい
て実施すること。

オ カフ。セル型内視鏡を使用した患者については、診療報酬請求に当たって、診
療報酬明細書に症状詳記を添付し、アの aに掲げる患者に対して用いた場合は、
大腸ファイパースコピーを実施した日付を明記すること。また、アの bに掲げ
る患者に対して用いた場合は、大腸ファイパースコピーが施行困難である理由
を明記すること。

5 Iの3に次のように加える。
(100）血管内塞栓材

動脈化学塞栓療法用は、薬剤を含浸して使用した場合に限り算定できる。



6 （別紙） 080の（14）中「頭蓋骨閉鎖用クランプ」を「頭蓋骨閉鎖用クランプ・一般型J
に改め、問（14）の次に次のように加える。

(15）頭惹骨閉鎖用クランプ・簡易型 吸収性接合材・ F9-k-2

7 （別紙） 134の（1）の次に次のように加える。
(1 2）永久留置型・小血管用・へパリン使用型・外部サポートあり

人工血管・へパリン使用型・サポートあり
(i-3）永久留置型・小血管用・へパリン使用型・外部サポートなし」

人工血管・へパリン使用型・サポートなし



「特定保険医療材料の定義についてJ（平成24年 3月 5日
保医発0305第 8号）の一部改正について

1 別表の Eの064の（1）の①を次のように改める。

直函

①ー薬事法承認、又は認証上、類別が「医療用品（ 4）整形用品」であって、一般
的名称が「体内固定システム」、「吸収性体内固定システム」、「体外固定シス
テムJ、「脊椎内固定器具」又は「脊椎ケージ」であること。

2 J.llj表の Eの064の（3）の⑤のアを次のように改める。
ア 脊椎ロッド、脊椎プレート、脊椎コネクター又は脊椎ケージを脊椎に固定
することを目的に使用するスクリューであること。

3 別表の Eの.080の（2）中「頭蓋骨閉鎖用クランプ（ i区分）」を「頭蓋骨閉鎖用クラ
ンプ（ 2区分） Jに、「合計14区分j を「合計15区分」に改める。

4 別表の Eの080の（3）の⑬中「頭蓋骨閉鎖用クランプJを「頭蓋骨閉鎖用クランプ・
一般型Jに改め、同⑭に次のように加える。

エ ⑬に該当しないこと。

5 別表の Eの080の（3）に次のように加える。
⑬ 頭蓋骨閉鎖用クランプ・簡易型

次のいずれにも該当すること。
ア 頭蓋骨の固定を目的として使用する材料であること。
イ スクリューを併用せず、プレートに付属する糸を締め付けることにより、

頭蓋骨閉鎖及び骨固定に使用するものであること。
ウ 単純な骨折又は骨切りに使用する材料であること。

6 J.llj表のHの087の（2）を次のように改める。
(2) 機能区分の考え方

使用目的、電極数等により、疹痛除去用（ 4極用） ( 1区分）、疹痛除去用（ 8
極用） ( 1区分）、振戦軽減用（ 4極用） ( 1区分）、疹痛除去用（16極以上用） ( 2 
区分）、疹痛除去用（16極以上用）充電式（ 1区分）、疹痛除去用（16極以上用）
充電式・体位変換対応型（ 2区分）及び振戦軽減用（16極以上用）充電式（ 1区
分）の合計 9区分に区分する。

7 別表の Eの087の（3）の④中「疹痛除去局（16極以上用） Jを「疹痛除去用（16極以
上用）・標準型j に改め、同④に次のように加える。

ワ ⑤に該当しないこと。

8 別表のHの087の（3）の⑥中「疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応型」
を「疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応型・標準型」に改め、⑥を⑦と
し、⑤を⑥とし、④の次に次のように加える。

⑤ 疹痛除去用（16極以上用）・ MRI対応型
次のいずれにも該当すること。



ア 疹痛除去を目的として使用するものであること。
イ 16以上の電極に通電し、電位を自由に設定できること。
ワ 本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に1.5テス

ラの装置によるMR I検査が可能となる構造・機能を有するものであるこ

と。

9 別表の Eの087の（3）の⑦を＠とし、⑥の次に次のように加える。
③ 疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応型・ M RI対応型

次のいずれにも該当すること。
ア 疹痛除去を目的として使用するものであること。
イ 16以上の電極に通電し、電位を自由に設定できること。
ワ 患者の皮下に植え込んだ状態で、体外にある機械から遠隔で充電できるこ

と。また充電により約10年間程度作動することが見込まれること。
エ 患者の体位変換を検出し、体位に合わせたプログラム刺激を行うことがで

きること。
オ 本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に1.5テス

ラの装置によるMR I検査が可能となる構造・機能を有するものであるこ

と。

10 別表のEの112の（3）の⑦中「③及び⑮j を「③、⑬及び⑪Jに改める。

11 別表の Eの112の（3）の③中「⑩」を「⑮及び⑪」に改める。

12 別表のEの112の（3）の⑨中「トリプノレチャンパ（ II型）」を「トリプルチャンパ（ II 
型）・標準型Jに改め、同⑤に次のように加える。

エ ⑩に該当しないものであること。

13 別表のEの112の（3）の⑬を⑬とし、⑨の次に次のように加える。
⑬ トリプルチャンパ（ II型）・ MRI対応型

次のいずれにも該当すること。
ア トリプルチャンバ型（心房及び両心室でセンシング文はベーシングを行う

ものをいう。）であること。
イ レート応答機能及び上室性頻拍抑止機能を有するものであること。
ワ 房室伝導監視型心室ベーシング抑止機能を有するものであること。
エ 木品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に1.5テス

ラの装置によるMR I検査が可能となる構造・機能を有するものであるこ
と。

14 別表のEの130の（1）中「 5区分Jを「 6区分」に、「合計13区分Jを「合計14区分」
に改める。

15 別表のEの130の（2）の②を次のように改める。

② 機能区分の考え方
使用目的により、一般型、インフュージョン型、パーフュージョン型、カッ

ティング型、スリッピング防止型及び再狭窄抑制型の合計6区分に区分する。



16 別表の Eの130の（2）の③のア中「イからオ」を「イからカ」に改める。

17 別表のEの130の（2）の③に次のように加える。
カ 再狭窄抑制型

冠動脈ステント内再狭窄病変のある患者に対し、経皮的冠動脈形成術のパ
ノレーン拡張時に、バルーンに塗布されている薬剤を血管内壁に吸収させるこ
とを目的に使用するカテーテルであること。

18 別表のEの133の一（7)の①のイを次のように改める。
イ 緊急止血、術中止血、動脈塞栓術、動注化学療法等を実施する際に血流を

遮断すること又は脳動脈癌コイル塞栓術時のコイノレ塊の親動脈への突出・逸
脱を防ぐための補助を目的に使用するバルーンカテーテルであること。

19 別表の Eの133に次のように加える。
(21) 体温調節用カテーテノレ

定義
次のいずれにも該当すること。

① 薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（12）理学診療用器具」であって、
一般的名称が「中心静脈留置型経皮的体温調節装置システム」であること。

② 発熱患者に対し、発熱負荷を軽減するための補助として、血管内で血液との
熱交換を行う目的で使用するバルーンカテーテルであること。

③ 低体温療法に用いるものでないこと。

20 別表のEの134の（2）中「 3区分Jを「 5区分」に、「合計 8区分Jを「合計10区分」
に改める。

21 別表のEの134の（3）の⑤のワ中「⑦Jを「⑦から⑨までJに改める。

22 別表の Eの134の（3）の⑥のウ中「⑦」を「⑦から⑨まで」に改める。

23 別表のEの134の（3）の③を⑮とし、⑦の次に次のように加える。
③ 永久留置型・小血管用・へパリン使用型・外部サポートあり

次のいずれにも該当すること。
ア 永久留置するものであること。
イ 外力による変形閉塞を防ぐための外壁の補強機能（外部サポート）を有し

ていること。
ワ 血液接触面にへパリンが共有結合によりコーティングされていること。
エ ①から⑦までに該当しないこと。

⑨ 永久留置型・小血管用・へパリン使用型・外部サポートなし
次のいずれにも該当すること。

ア 永久留置するものであること。
イ 外力による変形閉塞を防ぐための外壁の補強機能（外部サポート）を有し

ていないこと。
ウ 血液接触面にへパリンが共有結合によりコーティングされていること。
エ ①から⑦までに該当しないこと。



24 J.llj表の Eの144の（2）中「 2区分Jを「 3区分」に、「 1区分Jを「 2区分」に、「合
計3区分Jを「合計5区分j に改める。

25 別表の Eの144の（3）を次のように改める。
(3) 機能区分の定義
① 単極又は双極用・標準型

次のいずれにも該当すること。
ア 接続する左室リードの電極が単極又は双極であること。
イ ②及び③に該当しないこと。

② 単極又は双極用・ M RI対応型
次のいずれにも該当すること。

ア 接続する左室リードの電極が単極又は双極であること。
イ 本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に1.5テス

ラの装置によるMR I検査が可能となる構造・機能を有するものであるこ
と。

③ 単極又は双極用・自動調整機能付き
次のいずれにも該当すること。

ア 接続する左室リードの電極が単極又は双極であること。
イ 右室同期左室単独ペーシング機能及びベーシング間隔自動調整機能を有す

るものであること。
④ 4極用・標準型

ア 接続する左室リードの電極が4極であること。
イ ⑤に該当しないこと。

⑤ 4極用・自動調整機能付き
ア 接続する左室リードの電極が 4極であること。
イ 右室同期左室単独ベーシング機能及びベーシング間隔自動調整機能を有す

るものであること。

26 別表の Eの145の（2）を次のように改める。
(2) 肝動脈の血流遮断を目的として使用する吸収性の塞栓材であること。

27 別表のEの148を次のように改める。
148 カプセノレ型内視鏡

(1) 定義
次のいずれにも該当すること。

① 薬事法承認、又は認証上、類別が「機械器具（25）医療用鏡」であって、ー
般的名称が「カプセル型撮像及び追跡装置」であること。

② 小腸疾患又は大腸疾患の診断を行うために小腸粘膜又は大腸粘膜の撮影を
行い、画像を提供することができ、飲み込み式のカフ。セル形状の画像送信機で
あること。

(2) 機能区分の考え方
構造及び使用目的により、小腸用及び大腸用の合計 2区分に区分する。

( 3) 機能区分の定義
① 小腸用

小腸疾患の診断を目的として使用されるカプセノレ型内視鏡であること。
② 大腸用



大腸疾患の診断を目的として使用されるカプセル型内視鏡であること。

28 別表の Hの157を次のように改める。
157 消化管用ステントセット

( 1) 定義

次のいずれにも該当すること。
① 薬事法承認、又は認証上、類別が「機械器具（ 7 ）内臓機能代用器Jであっ

て、一般的名称が「胃十二指腸用ステント」又は「大腸用ステント j であるこ
と。

② 悪性腫蕩等による消化管狭窄部に対し、消化管の拡張又は管腔の維持を目
的に経内視鏡的に消化管内に留置して使用するステント（ガイドワイヤー及び
デリパリーカテーテルを含む。）であること。

③ デリパリーカテーテルについては、ステントを患部まで運び、遊離させる自
動装着システムを有するものであること。

④ ステントについては、メッシュ（網目）状の筒に拡張する機能を有すること。
⑤ 食道用ステントに該当しないこと。

( 2) 機能区分の考え方
機能及び構造により、カバーなし及びカバーありの合計2区分に区分する。

(3) 機能区分の定義
① カバーなし

ステント表面が皮膜によりカバーされていないこと。
② カバーあり

ステント表面が皮膜によりカバーされていること。

29 別表の Hの183を次のように改める。
183 血管内塞栓材

( 1) 定義
次のいずれにも該当すること。

① 薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（51) 医療用瞬管及び体液誘導
管Jであって、一般的名称が「中心循環系血管内塞栓促進用補綴材j及び「血
管内塞栓促進用補綴材j であること。

② カテーテノレを経由して血管内の適用部位に到達させ、血流遮断又は塞栓を
形成することを目的とするものであること。

(2) 機能区分の考え方
機能及び使用目的により、止血用、動脈塞栓療法用及び動脈化学塞栓療法用の

合計 3区分に区分する。
(3) 機能区分の定義

① 止血用
出血に対して、カテーテルを経由して血管内の適用部位に到達させ、血流遮

断又は塞栓を形成し、止血を行うことを目的とするものであること。
② 動脈寒栓療法用

ア 多血性臆蕩又は動静脈奇形を有する患者に対し、動脈塞栓療法に使用する
非吸収性の血管内塞栓材であること。

イ 球状の粒子であること。
ウ ③に該当しないこと。

③ 動脈化学塞栓療法用



ア 多血性腫蕩（子宮筋腫を除く。）文は動静脈奇形を有する患者に対し、抗
がん剤等の薬剤を含浸し、動脈化学塞栓療法に使用する非吸収性の血管内塞
栓材であること。

イ 球状の粒子であること。

30 別表のIVの024の（3）の②のイを次のように改める。
イ 骨との親和性を高めるため、インプラント体表面に陽極酸化処理又はサン

ドブラスト及び酸エッチングの複合粗面処理が焔されているものであること
（カパ｝スクリューがセットのものも含む。）。



（参考）

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項についてj （平成 24年3月5日保医発 0305第1号）の一部改正について

改正後

別添 1

医科診療報酬点数表に関する事項

第2章特掲診療料

第3部検査

第3節生体検査料

D237 終夜睡眠ポリグラフィー

( 1) 「1 携帯用装置を使用した場合」

ア（略）

イ 鼻呼吸センサー又は宋梢動脈液センサー、気道音センサー

による呼吸状態及び経皮的センサーによる動脈血酸素飽和状

態を終夜連続して測定した場合に算定する。この場合の区会

番号 rD2 1 4 J脈波図、心機図、ポリグラフ検査、区分番

号 rD2 2 3」経皮的動脈血酸素飽和度測定及び区分番号「D

2 2 3 2J終夜経皮的動脈血酸素飽和度測定の費用は所定

点数に含まれる。

ウ～エ（略）

第6部注射

第 1節注射料

第1款注射実施料

G005-4 カフ型緊急時ブラッドアクセス用留置カデーテル挿入

( 1）～（2) （略）

( 3) 集中治療室等において、クモ膜下出血、頭部外傷又は熱中症

による急性重症脳障害に伴豆盈塾患者主主立し℃且企静脈留置型

（傍線の部分は改正部分）

現 ’ーイ丁

別添 1

医科診療報酬点数表に関する事項

第2章特掲診療料

第3部検査

第3節生体検査料

D237 終夜睡眠ポリグラフィー

( 1) 「1 携帯用装置を使用した場合」

ア（略）

イ 鼻呼吸センサー、気道音センサーによる呼吸状態及び経皮

的センサーによる動脈血酸素飽和状態を終夜連続して測定

した場合に算定する。この場合の区分番号「D223」経皮

的動脈血酸素飽和度測定及び区分番号「D223-2」終夜

経皮的動脈血酸素飽和度測定の費用は所定点数に含まれる。

ウ～エ（略）

第6部注射

第1節注射料

第1款注射実施料

G005 4 カフ型緊急時ブラッドアクセス用留置カテーテノレ挿入

( 1）～（2) （略）



終皮的体温調節装置を用いて体温調節を行った場合は、本区分の

所定点数に準じて算定できる内なお、（ 1）の規定にかかわらず、

一連として 1回の算定とするの

第 10部手術

第 1節手術 料

第2款筋骨格系・四肢・体幹

K057 変形治癒骨折矯正手術

ilよ次に掲げる変形治癒骨折矯正手術は、それぞれに規定する区分

により算定する。

ア～ウ（略）

(2) 上腕又は前腕の変形治癒骨折矯正手術又は先天奇形に対する

矯正手術において、手術前に得た画像等により作成された実物大

の手術支援モデルを用いて行った場合は、本区分と区分番号「K

9 3 9 J画像等施術支援加算「21：実物大臓器立体モデルの所定

点数争併せて算定で台る。

第3款神経系・頭蓋

K145～K 1 6 4 （賂）

K169 頭蓋内腫蕩摘出術

原発性悪性脳腫蕩に対する頭蓋内腫蕩摘出術において、タラポルフ

ィンナトリウムを投与した息者に対しPD T半導体レーザを使用し

光線力学療法を行った場合は、本区分と区分番号「K510 21光

線力学療法「 11早期肺がん（ O期又は1期に限る 0 ）に対するもの

の所定点数を併せて算定で去るn ただし、次の要件のいずれに弘該当

する保険医療機関において実姉された場合に算定するのなお、届出は、

本酒知別添様式3により提出することの

(1) 脳神経外科を標務している病院であるこ！：＇. 0 

( 2) 5年以卜の脳神経外科の終験を有する常勤の医師が 1名以上

配置されており、このうち 1名以上は関係学会から示されている

第 10部手術

第1節手術料

第2款筋骨格系・四肢・体幹

K057 変形治癒骨折矯正手術

次に掲げる変形治癒骨折矯正手術は、それぞれに規定する区分によ

り算定する。

ア～ウ（略）

第3款神経系・頭蓋

K145～K 1 6 4 （略）



悪性脳腫蕩息者に対する光線力学療法に関する所定の研修を修

了していること♀また、当該医師により本技術が実施されている

こと2

(3) 脳腫蕩摘出術中の病理検査が可能な体制が整っていること。

(4) 脳腫湯摘出笛に伴う合併症への対応ができる体制が整ってい

ることn

(5) 当該療養に用いる機器について、適切に使用管理区域の設定が

なされていること。

( 6 ) 悪性脳腫蕩患者に対する光線力学療法の研修プログラムを受

講した機器管理責i壬者（医師又は臨床工学技士）が選定されてお

り、木レーザ装置が適切に保守管理されていることs

K 174～K196-5 （路） K174～K196-5 （略）

第8款心・脈管 第8款心・脈管

K599 植込型除細動器移植術、 K599-2 植込型除細動器交換 K599 植込型除細動器移植術、 K599-2植込型除細動器交換

術 術

( 1）～（3) （略） ( 1）～（3) （賂）

(4) 着用型自動除細動器を包用した場合は、区分番号「K59 9 J 

植込型除細動器移植術の所定点数に準じてミ算定開始月から 3月

を限度として、月 1回に限り算定するaただし、区会番号「K5

9 9」植込型除細動器移植術に関する施設基準の届出を行ってい

る僅険医療機関において使用すること盆

(5) 着用型自動除細動器は、次のいずれかに該当する場合に算定す

ゑιー
、

ア 心室頻拍又は心室細動による心臓突然死のリスクが高丸植

込型除細動器（以下Ic Dという＜）の適応の可否が未確定の

息者を対象として、除細動治療を目的に、 Ic Dの適応の可否

が確定するまでの期間に限り使用する場合

イ IC Dの適応であるが、患者の状態等により直ちにはICD 



が植え込めない患者を対象として、 Ic Dの植え込みを行うま

での期間に限り使用する場合

K615 血管塞栓術

( 1）～（ 4) （略）

( 5) 多血性H重傷又は動静脈奇形に対して、血管内塞栓材を用いて動

脈塞栓術又は動脈化学塞栓術を行った場合は、本区分「2Jの所

定点数に準じて算定する。

K615 血管塞栓術

(1）～（ 4) （略）



別添様式3

悪性脳腫蕩に対する光線力学療法の施設基準に係る

届出書添付書類

1 標機動車桝倣蕗監絹こ係在沖害罪割名を記入するごと。）

f.!!: 
2 H齢制制斜の園開氏名等

常劉盟関民名等 経験年数 荷積雪珊麟了年月日

~ 

杢

~ 

3 制仲の揮監館勤句!illt.J:i柿lj 有 ． 無

4 病理部門の病理医の氏名

5 合イ粧への対tの備。 有 ． 無
瀬幸＠

6 当該機器の使用管理区域

7 樹齢誤瞳住者の氏名等

欄購瞳住者の氏名 宵淀の研修終了年月日

［記載上の注意］

1 「2」の経験年数は、当該診療科における経験年数を記載するこ

と。また、 「Z」の常勤医師の氏盗、勤務の態様及び勤務時間につ

いて、 「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取



り扱いについてl （平成 24年3月5日保医発 0305第3号）別添2

の様式4を添付すること。

2 「2J及び「7Jについて、所定の研修修了註の写しを添付する

ことn ただし、 「2J及び「71は同ーの者であってもよい。



（参考）

「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について」（平成 24年 3月5日保医発 0305第5号）の一部改正について

改正後

I 診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）（以下「算定

方法告示Jという。）別表第一医科診療報酬点数表に関する事項

3 在宅医療の部以外の部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）

に係る取扱い

（叫合成吸収性骨片接合材料

頭蓋骨閉鎖用クランプム二盤型は、頭蓋骨の成長が見込まれる小児患

者に対して使用した場合に算定できる。

側 心臓手術用カテーテル

ア 心臓手術用カテーテルに併用されるガイドワイヤ一等の特定保険

医療材料は別途算定できる。

イ 経皮的冠動脈形成術用カテーテル・再狭窄抑制型は、冠動脈ステ

ント内再狭窄病変に対して使用された場合に限り算定できるn

.2特定保険医療材料以外の保険医療材料であって心臓手術用カテー

テルに併用されるもの（三方活栓、延長チューブ。、インデフレータ

一等）は算定できない。

三冠動脈用ステントセット救急処置裂は、対象血管内径 2.75凹から

5.0皿の冠動脈又は伏在静脈グラフトに穿孔が生じ、心嚢内への止

血が困難な血液漏出がある患者に対する救命の為の緊急処置に使用

された場合のみ算定できる。

オ冠動脈用ステントセット救急処置型は、本医療材料による処置が

不成功となった場合に適切な処置が行えるよう、心臓外科的処置の

できる施設若しくは近隣の医療機関との連携により緊急事態に対応

できる施設で使用された場合のみ算定できる。

カ 冠動脈用ステントセット救急処置型は、血管造影法、経皮的冠動

（傍線の部分は改正部分）

現行

I 診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）（以下「算定

方法告示」という。）別表第一医科診療報酬点数表に関する事項

3 在宅医療の部以外の部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）

に係る取扱い

附合成吸収性骨片接合材料

頭蓋骨閉鎖用クランプは、頭蓋骨の成長が見込まれる小児患者に対し

て使用した場合に算定できる。

細心臓手術用カデーテル

ア 心臓手術用カテーテルに併用されるガイドワイヤー等の特定保険

医療材料は別途算定できる。

こL特定保険医療材料以外の保険医療材料であって心臓手術用カテー

テルに併用されるもの（三方活栓、延長チューブ、インデフレータ

一等）は算定できない。

.2冠動脈用ステントセット救急処置型は、対象血管内径2.75皿から

5.0凹の冠動脈又は伏在静脈グラフトに穿孔が生じ、心嚢内への止

血が困難な血液漏出がある愚者に対する救命の為の緊急処置に使用

された場合のみ算定できる。

王冠動脈用ステントセット救急処置型は、本医療材料による処置が

不成功となった場合に適切な処置が行えるよう、心臓外科的処置の

できる施設若しくは近隣の医療機関との連携により緊急事態に対応

できる施設で使用された場合のみ算定できるロ

オ冠動脈用ステントセット救急処置型は、血管造影法、経皮的冠動



脈形成術及び経皮的冠動脈ステント留置術に熟練し、かつ、本医療

材料を用いた手技に関する所定の研修を修了した医師が使用するこ

と。

主冠動脈狭窄部貫通用カテーテルは慢性完全狭窄症例や冠動脈完全

閉塞の急性心筋梗塞等ガイドワイヤー通過図難な症例において、経

皮的冠動脈形成術の施行時に使用じた場合に算定できる。

之特殊カテーテノレのうち、高速回転式経皮経管アテレクトミーカテ

一テルの材料価格には、同時に使用されるモータードライブユニッ

ト等（アドパンサー、カッターカデーテル、止血弁等）の費用が含

まれ別に算定できない。

制血管内手術用カテーテル

ア～キ（略）

ク 体温調節用カテーテルは、クモ膜下出血、頭部外傷又は熱中症に

よる急性重症脳障害に伴う発熱愚者に対し、体温調節の補助として

使用した場合に限り算定できるの

側カプセル型内視鏡

ア 大腸用は以下のいずれかに該当する場舎に限り算定できる。

a 大腸内視鏡検査が必要で5あり、大腸ファイパースコピーを実施

したが、腹腔内の癒着等により回盲部まで到達できなかった患者

ζ旦主主蓋金

b 大腸内視鏡検査が必要であるが、腹部手術暦があり癒着が想定

される場合等、器質的異常により大腸ファイパースコピーが実施

困難であると判断された愚者に用いた場合

イ 大腸用を用いて大腸内視鏡検査を行った場合は、区分番号「D3

1 3 I大腸ファイパースコピー「 31上行結腸及び盲腸の点数に準

L主筆亙主ゑ旦
ウ Jif1=-のJ患主主につき、本品を用いる検査と大腸ファイパースコピー

脈形成術及び経皮的冠動脈ステント留置術に熟練し、かっ、木医療

材料を用いた手技に関する所定の研修を修了した医師が使用するこ

と。

之冠動脈狭窄部貫通用カテーテルは慢性完全狭窄症例や冠動脈完全

閉塞の急性心筋梗塞等ガイドワイヤ一通過困難な症例において、経

皮的冠動脈形成術の施行時に使用した場合に算定できる。

主特殊カテーテルのうち、高速回転式経皮経管アテレクトミーカテ

ーテノレの材料価格には、同時に使用されるモータードライブユニッ

ト等（アドパンサー、カッターカテーテノレ、止血弁等）の費用が含

まれ別に算定できない。

制血管内手術用カテーテル

ア～キ（略）

側削除



を併せて2回以上行った場合は、主たるもののみ算定する内ただし、

アの aに掲げる患者に対して行った場合は、併せて2回を限度とし

エ隻亙主主ゑ♀
エ カプセル型内視鏡によるものは、消化器系の内科文は外科の経験

を5年以上有する常勤の医師が1人以上ift'.置されている場合に限り

算定する内なお、カプセル都内視鏡の滞留に滴切に対処できる体制

が馨っている保険医療機関において実施することn

オ カプセノレ型内視鏡を使用した患者については、診療報酬請求に当

たって、診療報酬明細書に症状詳記を添付し、アの aに掲げる患者

に対して用いた場合は、大腸ファイパースコピーを実施した日付を

明記すること。また、アの bに掲げる患者に対して用いた場合は、

大腸ファイパースコピーが施行困難である理由を明記することの

（~帥血管内塞栓材

動脈化学塞栓療法用は、薬剤を含浸して使用した場合に限り算定で

主主L



（参考）

「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項についてJ （平成田年3月 5日保医発0305第5号） （別紙）の一部改正について

（傍線の部分は改正部分）

改正桂 現 行

（別紙） ［別紙）

告示名 略称 告示名 略称

oaa合成吸収性骨片接合材相 ， 
oaa合成吸収性骨片後合材料

(1) スクリ品－，•一般用 吸収性接合材 ・F9-a-1 (1）スクリュ｝・一般用 吸収性接合材・ F9-a-1

(2）スクリュー頭蓋顎額面・小骨用 吸収性接合材・ F9-•-2 (2）スクリュー・頭蓋・顎顔面・小骨用 股収性接合材’ F9-a-2

(3）中空スクリュー 吸収性接合材・ F9-a-3 (3）中空スクリュー 阪収性器合材・ F9-a-3

(4）ストレートプレート 吸収性接合材・ F9-b (4）ストレートプレート 吸収性接合材・ F9 b 

(5）その他のプレート 吸収性撞合材・ F9-c (5）その他のプレート 吸収性接合材・ F9-c

（日）インターフェランススク P~－ 吸収性後合材・ F 9 d (6）インターフェランススクリュー 吸収性接合材・ F9-d

(7）スーチャーアンカー 吸収性接合材・ F9 o (7）スーチャーアンカー 吸収性接合材 ・F9-e

(8）ボタン 吸収性接合材 F9 f (8）ボタン 吸収性接合材・ F9-f

(9）ワyシヤ｝ 吸収性接合材ー F9-g (9）ワyシャー 吸収性接合材・ F9-g

(10）ピン一般用 唖収性接合材・ F9-h-l (10）ピン・一般用 吸収性接合材 ・F9-h-I

(11）ピン胸骨・肋骨用 吸収位接合材 F9-h-2 (ll）ピン・胸骨肋骨用 級収性接合材・ F9-h-2

(12）シートーメッシュ型 (I) 吸収性接合材・ F9-i (12）シートーメッシz型（ I) 吸収性接合材・ F9-.i 

(13）シートーメッシュ型（Il) 吸収性接合材 F 9 j (13）シート・メッシュ型［江） 吸収位機合材・ F 9 i 

(14）圏整骨閉鎖用クランプ・一位型 吸収性接合材・ F9-k (14）頭護骨閉鎖周クランプ 吸収性接合材・ F9-k

【15)!Ii蓋骨固盟国主主ンZ・ 曲晶型 瞳!I&位撞合蛙ー F9-k-2

134人工血管 134人工血管

。）永久留置型・大血管周・分瞳なし 人工血管・ストレート (1)永久留置型大血管周ー分畦なし 人工血管・只トレ」ト

(2）永久留置型・大血管用・ 1分岐 人工血管・ 1分瞳 （幻永久留置型・大血管周ー 1分岐 人工血管・ 1分睦

(3）永久留置型・大血管周・ 2分瞳以上 人工血管 Z分岐以上 (3）永久留置型ー大血菅用・ 2分畦以上 人工血管・ 2分畦以上

(4）永久留置型大血管用腫大動脈分雌周 人工血管・ Y字 (4）永久留陸型大血管局胆大動脈分岐周 人工血管・ Y字

(5）永久留置型・小血管周・標準型外郎サポートあり 人工血管・サポートあり (5）永久li'I置型小血管用・標準型・外部サポートあり 人工血管・サポートあり

(6）永久留置型・小血管用・標準型外部サポートなし 人工血管・サボ』トなし （＠永久留置型・小血管用・標準型・外部サポートなし 人工血管・サポートなし

(7）永久留置型小血管用・セルフシ－yング 人工血管・セルフシーリング (7）永久留置型・小血菅周・セルフνーリング 人工血管・セルフシーリング

(7-2）主主盟置型 ・d、血萱田・へパリン盤国型ー晶画±ポ－Jo邑E ι工血宜ーへ，， ~ンiま血型・±ポ－ Jo 邑 2

〔7-3）畠色直宜型.，卜血宜国・へパリ ν盟国型｝.畳畠主ポ－Joなし ム工血萱・へパ，，ンiま且JI!.主ポ－Jo主L

(8）一時留置型 人工血管・パイパスチュープ (8）一時留置型 人工血管・バイパスチ旦ープ



（参考）

「特定保険医療材料の定義についてJ（平成24年3月5日保医発 0305第 8号）の一部改正について

改正後

（別表）

n 医科点数表の第2章第3部、第4部、第6部、第9部、第10部及び第11

部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）及びその材料価格

064 脊稚園定用材料

(1) 定義

次のいずれにも該当すること

①薬事法承認又は認証上、類別が「医療用品（4）整形用品Jで、あっ

て、一般的名称が「体内固定システムJ、「吸収性体内固定システムj、

「体外固定システムム「脊稚内固定器具」又は「脊椎ケージ」である

こと。

②（略）

ω （略）

（目機能区分の定義

①～④（略）

⑤脊椎スクリュー（固定型）

次のいずれにも該当すること。

ア 脊椎ロッド、脊椎プレートι脊椎コネクター又は脊縫ケージを脊

椎に固定することを目的に使用するスクリューであること。

イ（略）

⑥～⑮（略）

080 合成吸収性骨片接合材料

(1) （略）

（副機能区分の考え方

（傍線の部分は改正部分）

現 行

（別表）

n 医科点数表の第2章第3部、第4部、第6部、第9部、第10部及び第11

部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）及びその材料価格

064 脊椎固定用材料

(1) 定義

次のいずれにも該当すること

①薬事法承認又は認証上、類別が「医療用品（4）整形用品Jであっ

て、一般的名称が「体内固定システム」、「吸収性体内固定システムJ、

「体外固定システムJ早良「脊椎内固定器具Jであること。

②（略）

(2) （略）

(3）機能区分の定義

①～④（略）

⑤ 脊椎スクリュー（固定型）

次のいずれにも該当すること。

ア 脊椎ロツド、脊椎プレートエ些脊推コネクターを脊維に固定する

ことを目的に使用するスクリューであること。

イ（略）

⑥～⑩（略）

080 合成吸収性骨片接合材料

(1) （略）

(2）機能区分の考え方



形状及び使用部位により、スクリュー（ 2区分）、中空スクリュー（ 1

区分）、ストレートプレート（ 1区分）、その他のプレート（ 1区分）、

インターフェランススクリュー（ 1区分）、スーチャーアンカー（ 1区

分）、ボタン（ 1区分）、ワッシャー（ 1区分）、ピン（ 2区分）、シート・

メッシュ型(I)( 1区分）、シート・メッシュ型（II)( 1区分7及び頭蓋

骨閉鎖用クランプ（え区分）の合計主主区分に区分する。

（羽機能区分の定義

¢～⑬（略）

⑭頭蓋骨閉鎖用クランプニ二盤型

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

エ ⑬に該当しないことの

⑬ 頭葉骨閉鎖用クランプ・簡易型

次のいずれにも該当することの

ア 頭蓋骨の固定を目的として使用する材料であることn

イ， スクリューを併用せず、プレートに付属する糸を締め付けること

により、頭葉骨閉鎖及び骨固定に使用するものであることn

ウ 単純な骨折又は骨切りに使用する材料であること。

087 植込型脳・脊髄電気刺激装置

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

使用目的、電極数笠により、疹痛除去用（4極用）よよ星会L、疹痛除

去用（ 8極用）__l_l互会よ、振戦軽減用（4極用）」i互会L、疹痛除去用

(16極以上用）...i.1_亙会i、疹痛除去用（16極以上用）充電式；_u_区金i、
疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応型」ぇ互会L及ひや振

戦軽減用（16極以上用）充電式ー斗亙盆Lの合計旦区分に区分する。

(3）機能区分の定義

①～③（略）

形状及び使用部位により、スクリュー（ 2区分）、中空スクリュー (1

区分）、ストレートプレート（ 1区分）、その他のプレート（ 1区分）、

インターフェランススクリュー（ 1区分）、スーチャーアンカー（ 1区

分）、ボタン (1区分）、ワツシャー（ 1区分）、ピン（ 2区分）、シート・

メッシュ型（ I)( 1区分）、シート・メッシュ型（II)( 1区分）及び頭蓋

骨閉鎖用クランプ（よ区分）の合計1生区分に区分する。

(3）機能区分の定義

①～⑬（略）

＠頭蓋骨閉鎖用クランプ

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

087 植込型脳・脊髄電気刺激装置

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

使用目的、電極数により、疹痛除去用（4極用）、疹痛除去用（8極

用）、振戦軽減用（4極用）、疹痛除去舟 (16極以上用）、疹痛除去用（1

6極以上用）充電式、疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応

型及び振戦軽減用（16極以上用）充電式の合計ヱ区分に区分する。

(3）機能区分の定義

①～③（略）



④ 疹痛除去用（16極以上用）・標準型 ④疹痛除去用（16極以上用）

次のいずれにも該当すること。 次のいずれにも該当すること。

ア～イ （略） ア～イ （略）

ウ ⑤に該当しないこと。

⑤疹痛除去用 (16極以上用） ・MR I対応型

次のいずれにも該当すること。

ア 疹痛除去を目的として使用するものであること2

イ 16以上の電極に通電し、電i立を自由に設定できること♀

ウ 本品を植え込んだ患者においてミ録像可能条件に適合する場合に

1. 5テスラの装置によるMRI検査が可能となる構造・機能を有す

るものであること。

盛疹痛除去用 (16極以上用）充電式 盛？客痛除去用（16極以上用）充電式

次のいずれにも該当すること。 次のいずれにも該当すること。

ア～ウ （略） ア～ウ （略）

ill ~痛除去用（16 短以上用）充電式・体位変換対応型・標準型 盈疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応型

次のいずれにも該当すること。 次のいずれにも該当すること。

ア～エ （略） ア～エ （略）

オ③に該当しないこと。

③疹痛除去用（16極以上用）充電式・体位変換対応型・ MRI対応

裂

次のいずれにも該当すること。

ア 疹痛除去を目的として使用するものであることg

イ 16以上の電極に通電し当電i立を自由に設定できること金

ウ 患者の皮下に植え込んだ状態で、体外にある機械から遠隔で充電

できることe また充電により約 10年間程度作動することが見込ま

オもること。

主 患者の体i立変換を検出し、体i立に合わせたプログラム刺激を行う
、

ことができること。

オ本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に



1. 5テスラの装置によるMRI検査が可能となる構造・機能を有す

るものであるこ止。

盛振戦軽減用（16極以上用1充電式

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

112 植込型除細動器

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

ベースメーカーは、次に規定する機能の有無等によりよL区分に区分

する。

①～⑦（略）

(3）機能区分の定義

①～④（略）

⑤ デュアルチャンパ （N型） ・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア～ワ（略）

エ ⑥に該当しないこと。

⑥（略）

⑦ トリプルチャンパ (I型） ・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

エ ③」⑪丞笠盆に該当しないものであること。

③ トリプルチャンパ (I型） ・極性可変型

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

オ⑬ 塁Q@.に該当しないものであること。

⑨ トリプルチャンパ（II型）二還準型

次のいずれにも該当すること。

ill振戦軽減用（16極以上用）充電式

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

112 植込型除細動器

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

ペースメーカーは、次に規定する機能の有無等により之区分に区分す

る。

①～⑦（略）

(3）機能区分の定義

①～④（略）

⑤ デ、ュアノレチャンパ （N型） ・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

⑥（略）

⑦ トリプルチャンパ (I型） ・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア～ワ（略）

エ ③亙立盆に該当しないものであること。、

③ トリプルチャンパ (I型） ・極性可変型

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

オ⑮に該当しないものであること。

⑨ トリプルチャンパ（II型）

次のいずれにも該当すること。



ア～ウ（略）

エ ⑬に該当しないものであること。

⑬ トリプルチャンパ（II型）・ MRI対応型

次のいずれにも該当すること。

ア トリプルチャンパ型（心房及び両心室でセンシング又はベーシン

グを行うホのをいう。）であることの

イ レート応答機能及び上室性頻拍抑止機能を有するものであるこ

よL

ウ 房室伝導監視型心室ベーシング抑止機能を有する卒、のであるこ

よι

エ本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に

1. 5テスラの装置によるM RI検賓が可能となる構浩・機能を有す

るものであること。

盛 トリプルチャンパ（ill型）

次のいずれにも該当すること。

ア～オ（略）

130 心臓手術用カテーテノレ

(1) 心臓手術用カテーテノレの機能区分の考え方

術式、使用目的、構造により経皮的冠動脈形成術用カテーテル（立区

分）、冠動脈狭窄部貫通用カテーテル（ 1区分）、冠動脈用ステントセ

ット（ 3区分）、高速回転式経皮経管アテレクトミーカテーテル (1区

分）、弁拡張用カテーテル（ 1区分）及び心房中隔欠損作成術用カテー

テル（ 2区分）の合計1i_区分に区分する。

（由経皮的冠動脈形成術用カテーテル

①（略）

②機能区分の考え方

使用目的により、一般型、インフュージョン型、パーフュージョン

型、カッティング型ιスリッピング防止型ゑ立亙迭窒抑制型の合計6

ア～ウ（略）

@ トリプノレチャンパ（ill型）

次のいずれにも該当すること。

ア～オ（略）

130 心臓手術用カテーテル

(1) 心臓手術用カテーテルの機能区分の考え方

術式、使用目的、構造により経皮的冠動脈形成術用カテーテノレ（立区

分）、冠動脈狭窄部貫通用カテーテル（ 1区分）、冠動脈用ステントセ

ット（3区分）、高速回転式経皮経管アテレクトミーカテーテノレ（1区

分）、弁拡張用カテーテル（ 1区分）及び心房中隔欠損作成術用カテー

テル（2区分）の合計ll.区分に区分する。

(2) 経皮的冠動脈形成術用カデーテル

①（略）

②機能区分の考え方

使用目的により、一般型、インフュージョン型、パーフュージョン

型、カッティング型丞益スリッピング防止型の合計立区分に区分す



区分に区分する。

③機能区分の定義

ア一般型

イからカに該当しない経皮的冠動脈形成術用カテーテノレである

こと。

イ～オ（略）

カ再狭窄抑制君~

冠動脈ステント内再狭窄病変のある患者に対し、経皮的冠動脈形

成術のバルーン拡張時に、バルーンに塗布されている薬剤lを血管内

壁に吸収させることを目的に使用するカテーテルであることの

133 血管内手術用カデーテル

（！）～（6) （略）

(1) オクリュージョンカデーテル

① 定義

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 緊急止血‘術中止血、動脈塞栓術、動注化学療法等を実施する際

に血流を遮断すること又は脳動脈癌コイル塞衿術時のコイル塊の

親動脈への突出・洗脱を防ぐための補助を目的に使用するバルーン

カテーテルであること。

②～③（略）

（国～ ω（略）

。｜） 体温調節用カテーテノレ

亙蓋
次のいずれにも該当すること内

① 薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（12）理学診療用器具I

であって、一般的名称が「中心静脈留置型経皮的体温調節装置システ

ムj であること。

る。

③機能区分の定義

ア 一般型

イから2主に該当しない経皮的冠動脈形成術用カテーテノレである

こと。

イ～オ（略）

133 血管内手術用カテーテル

（！）～（6) （略）

(1) オクリュージョンカテーテル

①定義

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 緊急止血、術中止血、動脈塞栓術、動注化学療法等を実施する際

に血流を遮断することを目的に使用するバルーンカテーテルであ

ること。

②～③（略）

(8）～側（略）



②発熱患者に対し、発熱負荷を軽減するための補助として、血管内で

血液との熱焚換密行う目的で使用するバルーンカデーテルであるこ

主L

③低体温療法に用いるものでないこ左。

134 人工血管

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

使用目的により永久留置型及び一時留置型に大別し、使用部位、構造

及び材質により大血管用（4区分）、小血管用（立区分）及び一時留置

型（ 1区分）の合計1Q_区分に区分する。

（国機能区分の定義

①～④（略）

⑤永久留置型・小血管用・標準型・外部サポートあり

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

ウ ①から④まで及び⑦主主盈主エに該当しないこと。

⑥ 永久留置型・小血管用・標準型・外部サポートなし

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

ウ ①から④まで及び⑦在主皇主主に該当しないこと。

⑦（略）

③ 永久留置型・小血管用・ヘパリン使用型・外部サポートあり

次のいずれにも該当すること。

ア永久留置するものであることn

イ 外力による変形閉塞を防ぐための外壁の補強機能（外部サポー

ト）を有していることn

134 人工血管

(1) （略）

（目機能区分の考え方

使用目的により永久留置型及び一時留置型に大別し、使用部位、構造

及ひ材質により大血管用（4区分）、小血管用（立区分）及び一時留置

型（ 1区分）の合計立区分に区分する。

(3）機能区分の定義

①～④（略）

⑤永久留置型・小血管用・標準型・外部サポートあり

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

ウ ①から④まで及び⑦に該当しないこと。

⑥永久留置型・小血管用・標準型・外部サポートなし

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

ウ ①から④まで及び⑦に該当しないこと。

⑦（略）

ウ 血液接触面にへパリンが共有結合によりコーティングされてい l

ゑよよL



エのから⑦までに該当しないことn

⑨永久留置型・小血管用・へパリン使用型・外部サポートなし

次のいずれにも該当する二とn

ア永久留置するものであることの

イ 外力による変形閉塞を防ぐための外壁の補強機能（外部サポー

ト）を有していないことn

ウ 血液接触面にへパリンが共有結合によりコーティングされてい

ゑよよι

エ ①からめまでに該当しないこと。

金一時留置型

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

144 阿室べ｝シング機能付き植込型除細動器

(1) （略）

（目機能区分の考え方

リードの構造等により、単極又は双極用（立区分）及び4極用（え区

分）の合計5区分に区分する。

（別機能区分の定義

① 単極又は双極用・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ②孟笠宣に該当しないこと。

②（略）

③ 単極文は双極用・自動調啓機能付き

次のいずれにも該当すること。

ア 接続する左室リードの電極が単極又は双極であることの

イ 右室同期左室単独ベーシング機能及びベーシング間隔自動調整

機能を有するものであること。

盛一時留置型

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

144 同室ペーシング機能付き植込型除細動器

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

リードの構造等により、単極又は双極用（え区分）及び4極用（よ区

分）の合計立区分に区分する。

(3）機能区分の定義

① 単極又は双極用・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ②に該当しないこと。

②（略）



盆 4極用ム翠準型

工接続する左室リードの電極が4極であること。

イ ＠に該当しないこと内

⑤ 4極用・自動調整機能付き

ア接続する左室リードの霞極が4極であること。

イ 右室同期左室単独ペーシング機能及びペーシング間隔自動調整

機能を有するものであることn

145 肝動脈塞栓材

定義

次のいずれにも該当すること。

(1) （略）

(2) 肝動脈の血流遮断を目的として使用する墜里丘2塞栓材であるこ

と。

148 カプセル型内視鏡

ill定義

次のいずれにも該当すること。

阜 薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（25）医療用鏡」であ

って、一般的名称が「カプセル型撮像及び追跡装置j であること。

皇小腸疾患又は大腸疾患の診断を行うために小腸粘膜型誌盤盆盤

の撮影を行い、画像を提供することができ、飲み込み式のカプセル

形状の画像送信機であること。

ω機能区分の考え方

構造及び使用目的により、小腸用及び次腸用の合計2区分に区分す

丞L

（別機能区分の定義

也~量亙
小腸疾患の診断を目的として使用されるカプセル型内視鐘である

.@ 4極用

接続する左室リードの電極が4極であること。

145 肝動脈塞栓材

定義

次のいずれにも該当すること。

(1) （略）

(2) 肝動脈の血流遮断を目的として使用する塞栓材であること。

148 カプセル型内視鏡

定義

次のいずれにも該当すること。

ill薬事法承認又は認証上、類)Jljが「機械器具（25）医療用鏡」であって、

一般的名称が「カプセル型撮像及び追跡装置」であること。

主l小腸疾患の診断を行うために小腸粘膜の撮影を行い、画像を提供する

ことができ、飲み込み式のカプセル形状の画像送信機であること。



よよL

~量星
大腸疾患の診断を目的として使用されるカプセル型内視鏡である

よよL

157 消化管用ステントセット

ill定義

次のいずれにも該当すること。

血薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（7）内臓機能代用器」

であって、一般的名称が「胃十二指腸用ステントJ又は「大腸用ス

テント」であること。

阜悪性臆蕩等による消化管狭窄部に対し、消化管の拡張又は管腔の

維持を目的に経内視鏡約に消化管内に留置して使用するステント

（ガイドワイヤー及びデリパリーカテーテルを含む。）であること。

盈デロパリーカテーテルについては、ステントを患部まで運び、遊

離させる自動装着システムを有するものであること。

皇ステントについては、メッシュ（網目）状の簡に拡張する機能を

有主主主こと。

皇食道用ステントに該当しないこと。

(2）機能区分の考え方

機能及び構造により、カバーなし及びカバーありの合計2区分に区分

主ゑι

(3）機能区分の定義

① カバーなし

ステント表面が皮膜によりカバーされていないことn

② カバーあり

ステント表面が皮膜によりカバーされていることn

183 血管内塞栓材

157 消化管用ステントセット

定義

次のいずれにも該当すること。

ill薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（ 7）内臓機能代用器Jで

あって、一般的名称が「胃十二指腸用ステント」又は「大腸用ステント」

であること。

ill悪性腫蕩等による消化管狭窄部に対し、消化管の拡張又は管腔の維持

を目的に経内視鏡的に消化管内に留置して使用するステント（ガイドワ

イヤー及びデリパリーカテーテルを含む。）であること。

.illデリパリーカデーテルについては、ステントを患部まで運び、遊離さ

せる自動装着システムを有するものであること。

ill ステントについては、メッシュ（網目）状の筒に拡張する機能を有ムム

ステント表面が皮膜によりカバーされていないこと。

l昼食道用ステントに該当しないこと。

183 血管内塞栓材



ill 定義 定義

次のいずれにも該当すること。 次のいずれにも該当すること。

虫薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（51)医療用噴管及び体 ill薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具（51)医療用暗号管及び体液

液誘導管」であって、一般的名称が「中心循環系血管内塞栓促進用補 誘導管」であって、一般的名称が「中心循環系血管内塞桧促進用補綴材」

綴材」及び「血管内塞栓促進用補綴材」であること。 及び「血管内塞栓促進用補綴材」であること。

R カテーテルを経由して血管内の適用部位に到達させ、血流遮断又は l量出血に対して、カテーテルを経由して血管内の適用部位に到達させ、

塞栓を形成することを目的とするものであること。 血流遮断又は塞栓を形成することを目的とするものであること。

(2）機能区分の考え方

機能及び使用目的により、止血用、動脈塞栓療法周及び動脈化学塞栓

療法用の合計3区分に区分する。

(3）機能区分の定義

①止血用

出血に対してョカデーテルを経由して血管内の適用部i立に到達さ

せミ血流遮断又は塞栓を形成し、止血を行2ことを目的とするもので

あること。

②動脈塞栓療法用

ア 多血性腫療又は動静脈奇形を有する患者に対しョ動~塞栓療法に

使用する苑吸収性の血管内塞栓材であること♀

イ 球状の粒子であること。

ウ ＠に該当しないこと。

③動脈化学塞栓療法用

ア 多血性腫蕩｛子宮筋腫を除く。）又は動静脈奇形を有する患者に

対し、抗がん剤等の薬剤を含還し注動脈化学塞幹療法に使用する非

吸収性の血管内塞栓材であること。

イ 球状の粒子であること。

W 歯科点数表の第2章第8部及び第9部に規定する特定保険医療材料及び W 歯科点数表の第2章第B部及び第9部に規定する特定保険医療材料及び

その材料価格 その材料価格



024 インプラント体

ω （略）

ω （略）

問機能区分の定義

①（略）

②標準型（II)

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 骨との親和性を高めるため、インプラント体表面に陽極酸化処理エ

はサンドプラスト及び酸エッチングの複合粗面処理が施されている

ものであること（カパースクリューがセットのものも含む。）。

③～④（略）

024 インプラント体

(1) （略）

(2) （略）

(3）機能区分の定義

①（略）

②標準型（II)

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 骨との親和性を高めるため、インプラント体表面に陽極酸化処理が

施されているものであること（カパースクリユ｝がセットのものも含

む。）。

③～④（略）


